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家族の形態や世帯構成を取り巻く環境は変化してきており，現代においても多様な家族形態や世帯構成のあり
方が存在する．家族の形態や世帯構成が変化したことにより，世帯内の個人が行う行動にも変化が生じてきて
いると考えられる．行政には新たな活動様式に適した都市サービスの提供が求められている．本研究では，同
一世帯内の個人が同伴行動を行う際の，お互いに対する配慮に注目し，相互作用の異質性を考慮したランダム
マッチングモデルを提案する．具体的には，お互いに対する配慮を異質性パラメータを用いて表現し，２人の
個人間の異質性の相関関係をコピュラを用いて表現する．最後に，適用事例を通して，同一世帯内の個人間の
配慮の度合いと関係性について分析し，政策的示唆について考察する．
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1. 序論

家族の形態や世帯構成を取り巻く環境は変化してき

ており，現代において多様な家族形態や世帯構成のあ

り方が存在する．家族の形態や世帯構成が変化したこ

とにより，世帯内の個人が行う行動にも変化が生じて

きていると考えられる．世帯内の個人が行う行動が従

来想定されていた行動と異なってきており，行政には

新たな活動様式に適した都市サービスの提供が求めら

れている．

家族の形態や世帯構成の変化は，世帯内の各個人の

同伴行動に対する効用に影響を及ぼすと思われる．例

えば，夫婦のみの世帯と，夫婦と子供の世帯を考えて

みると，親は子供の効用や，子供への配慮も考慮する

必要があり，夫婦のみの世帯と，夫婦と子供の世帯で

は，同伴行動の行動目的や時間が異なると予想される．

このように，実際に行われる同伴行動は，世帯構成や

世帯内における個人の立場に依存し，世帯内の各個人

の影響の仕方や度合いは世帯構成や同伴行動の行動目

的により異なると考えられる．また，同伴行動には，複

数の個人が意思決定に同時に関与しており，同伴行動

をモデル化する際には，他人の意思が自分の意思決定

に影響を及ぼす相互作用をモデル化すべきである． さ

らに，相互作用は，同じ世帯において，長い共同生活

を通じて形成されたものであり，同一世帯内の各個人

の他者に対する相互作用には相関関係が存在すると考

えられる．相互作用の相関関係をコピュラにて表現す

る．その際に，2人の個人の 2種類の異質性パラメータ

の周辺分布をベータ分布として表現するとともに，異

質性の相関構造をコピュラを用いて表現し，2種類の異

質性の同時分布を定義する．

本研究では同伴行動において，同伴行動を行う個人

の属性，及びその度合いを評価することと同時に，本来

では明示的に得ることの出来ない，同伴行動者間にお

ける配慮の度合いと，配慮の度合いの関係性について

も合わせて推定する．本論文は，６章から構成される．

第２章では，本研究における基本的な考え方を示すた

めに，従来の研究に関して整理を行い，本モデルに考

慮しなくてはならないポイントを示し，本モデル構築

方針を示す．第３章では，世帯内相互作用の異質性を

考慮したランダムマッチングモデルを提案する．具体

的には，同一世帯内の２人の個人を対象に，同伴行動

を行う際のお互いに対する配慮を異質性パラメータを

用いて表現し，２人の個人間の異質性の相関関係をコ

ピュラを用いて表現する．第４章では，第３章で構築

した世帯内相互作用の異質性を考慮したランダムマッ

チングモデルのパラメータの推定方法を示す．第５章
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では，第３章で示した世帯内相互作用の異質性を考慮

したランダムマッチングモデルを，平成２３年度社会

生活基本調査に適用し，実証分析を行う．第６章では，

本研究の知見をとりまとめるとともに，課題について

言及する．

2. 本研究の基本的考え方

(1) 既存の研究概要

個人の行動をモデル化する際，意思決定主体である

個人に着目し，他者の行動による影響を外生変数とし

て扱うのではなく，意思決定主体である個人が決定し

た行動が，他者に及ぼす影響についても考慮する必要

がある．このような個人間の相互作用を満足に表現し

た研究の１つとして，小林等 1)は，同一世帯における

送迎・相乗り行動を対象に個人間の相互作用を考慮し

た離散選択モデルを定式化し，その有効性を実証した．

張等 3)は，中山間地域の高齢者世帯を対象に，送迎な

どの交通行動と活動に関する意思決定に存在する世帯

内相互作用を等弾力性社会厚生関数により理論的に表

現した世帯時間配分モデルを定式化し，その有効性を

示した．

また，同一世帯に属する個人の相互作用についての

研究は豊富あり，同一世帯に属する各個人は，親密度が

高く，意思決定の際に，不和が生じたとしても，その不

和を十分に克服できるきずなで結ばれていることを示

した 4)．世帯内における居住行動の意思決定には，同

一世帯内の全ての個人が参加すると考え，構造方程式

モデルに基づき居住行動の意思決定をモデル化し，世

帯主が居住に関する意思決定を支配している可能性が

高いことを示した 6)．さらに，同一世帯内の同伴行動

に関する研究では，世帯内での同伴行動を行う際に同

居家族人数が増えるほど，相手に対する配慮度合いは

強くなる．夫婦の同伴行動において，配偶者に対する

配慮度合いは，夫婦の年齢が高くなるとともに強くな

る．子供のいない夫婦は，社会とのつながりを強く求

める傾向がある．世帯の内と外という私的領域と公的

領域は，世帯変動，世帯の多様性や，各種社会機関の

とる政策との関係によりゆらぐ，そのゆらぎが各世帯

によって異なる．

自己の他者に及ぼす影響と，他者の自己に及ぼす影

響，つまり相互作用は，同じ世帯において，長い共同生

活を通じて形成されたものであり，同一世帯内の各個

人間の相互作用には相関関係が存在すると考えられる

が，従来の研究では，相互作用に相関関係を明示的に

考慮したものは，筆者の知り限り見当たらない．本研

究では，同一世帯における二人の個人の同伴行動を対

象とし，2人の個人の意思決定に影響を与えると考えら

れる 2人の個人間の相互作用を考慮するとともに，相

互作用に関係性をもたせたランダムマッチングモデル

を構築する．

(2) 相互作用の相関関係

同一世帯内の個人間の相互作用は，同じ世帯におい

て長い共同生活を通じて形成されたものであり，同一

世帯内の各個人の相互作用には，相関関係が存在する

と考えられる．そこで本研究では，コピュラを用いて

相互作用の相関関係を表現する．

コピュラを用いて相関関係をモデル化している研究

事例は豊富にあり，水谷等 2) は，社会基盤施設の劣化

事象間の相関関係をコピュラを用いて表現し，異質性

パラメータを用いた混合マルコフ劣化ハザードモデル

を構築し，高速道路の点検データを用いた実証分析を

行い，有用性を示した．桑野等 7)は，自動車の保有期

間と年間走行距離の相関関係をコピュラを用いて表現

し，自動車保有・利用行動の同時決定モデルの開発を

行い，中国地方のアンケート調査データを用いた実証

分析により有用性を示した．戸坂等 10)は，5種類のコ

ピュラを用いて，貸出ポートフォリオの信用リスクと

株式ポートフォリオの株価変動リスクを実証分析を用

いて算出し，5種類のコピュラのパラメータ推定方法，

乱数発生方法，裾依存性などの議論を行った．

コピュラ，異質性パラメータの周辺分布，異質性パ

ラメータの同時分布の３者の関係を本研究に則って端

的に整理する．説明変数として取り上げていないよう

な個別要因を異質性パラメータと呼ぶこととする．同

一世帯内の 2人の個人間の配慮の度合いを，異質性パ

ラメータを用いて表現する．異質性パラメータの組は，

同伴行動目的ごとに異なるとすると，同伴行動目的の

配慮特性は，２次元空間上におけるプロットにより表

現される．異質性パラメータの組は，２次元空間にお

いて，異質性パラメータの同時確率密度関数に従って

分布していると考えることができる．また，異質性パ

ラメータの同時分布は，周辺分布とコピュラに分解さ

れる．さらに，周辺分布関数に従い分布する異質性パ

ラメータの値を用いて，それぞれの同伴行動目的の配

慮に関する相対評価を行うことができ，同伴行動目的

における配慮の相対評価結果を用いて，2次元空間上に

おける相対評価を行うことが可能になる．このように

コピュラは周辺分布関数と同時分布関数を接合するこ

とを目的としており，同伴行動目的の配慮度合いの相

対評価と多次元空間上の相対評価の整合性を確保しな

がら，異質性パラメータの相関構造を同時確率分布関

数として推定することが可能になるという利点がある．

また，相互作用の相関関係は，相関の強さと裾の構造

の相違によって表現することができる．例えば，同伴
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行動目的の配慮の度合いが，同じ相関の強さを有して

いたとしても，異質性パラメータ間の相関構造が異な

る場合，適したコピュラを用いることで，2次元空間上

におけるコピュラの裾の構造が変化し，同じ相関の強

さを有していたとしても，異なる相関構造を表現する

ことができる．つまり，異質性パラメータの同時分布

の相関構造を表現するコピュラを詳細に記述すること

で，異質性パラメータ間によって異なる相関構造を表

現することができる．

本研究では，同一世帯内の 2人の個人をパートナー

Ａ，パートナーＢとし，パートナーＡとパートナーＢ

の相互作用を相手に対する配慮であると仮定し，パー

トナーＡの配慮の度合いの異質性と，パートナーＢの

配慮の度合いの異質性の同時分布を異質性パラメータ

の周辺分布とコピュラを用いて定義する．コピュラは，

複数の確率変数の周辺分布関数とそれらの同時分布関

数を接合する関数であり，接合分布関数とも呼ばれ，コ

ピュラを推計することにより，０から１の範囲で定義

される異質性パラメータの分布の確率構造を保持しな

がら同時分布を推計することができ，2 種類の異質性

パラメータ間の相関関係も定量的に評価できる．さら

に，異質性パラメータの同時確率密度関数を用いると，

パートナーＡの異質性パラメータが既知である場合に，

パートナーＢの異質性パラメータが生起する条件付き

確率密度を求めることができる．また，2種類の異質性

パラメータの同時分布を推計することにより，異質性

の 2次元プロットを定量化でき，どのような同伴行動

目的に対して，行政がどのようなサービスを提供でき

るかに関して検討することができる．

3. ランダムマッチングモデル

(1) モデル化の前提条件

本研究では，同一世帯内の２名の個人の同伴行動を

とりあげる．同一世帯内において，同伴行動を行う２

名の個人をそれぞれパートナーＡ，パートナーＢと呼

ぶ．パートナーＡとパートナーＢの間に同伴行動をと

ることに対する合意が形成されてはじめて，2名のパー

トナーＡとパートナーＢは同伴行動をとることが可能

となる．パートナーＡの選択肢としては，「パートナー

Ｂと同伴行動を行う」，「パートナーＢと同伴行動を行わ

ない」という選択肢がある．パートナーＢの選択肢とし

ては，「パートナーＡと同伴行動を行う」，「パートナーＡ

と同伴行動を行わない」という選択肢がある．パート

ナーＡとパートナーＢの双方がそれぞれ選択肢「パー

トナーＢと同伴行動を行う」，「パートナーＡと同伴行動

を行う」を選択した場合のみ，互いに相手と行動目的

や時間等を調整し同伴行動が行われる．パートナーＡ

が「パートナーＢと同伴行動を行う」を選択し，パート

ナーＢが「パートナーＡと同伴行動を行わない」を選択

した場合，両者が同伴行動を行うことはできない．同様

に，パートナーＡが「パートナーＢと同伴行動を行わな

い」を選択し，パートナーＢが「パートナーＡと同伴行

動を行う」を選択した場合も，両者が同伴行動を行うこ

とはできない．パートナーＡとパートナーＢの両者が

「パートナーＢと同伴行動を行わない」，「パートナーＡ

と同伴行動を行わない」を選択した場合も同伴行動は

行われない．ここで，パートナーＡとパートナーＢの

２名の個人を１組のペア l(l = 1, · · · , L)とし，ペアが
行う同伴行動の行動目的カテゴリーを k(k = 1, · · · ,K)

とする．ある同一世帯内のパートナーＡとパートナー

Ｂのペア l が行動目的カテゴリー k の同伴行動を行う

場合，lは lk (lk = 1, · · · , Lk)と表記する．

(2) 確率効用関数モデルの定式化

同一世帯内の２名の個人の同伴行動を定式化する．同

伴行動に関与するパートナーＡとパートナーＢの行動

を定義する．パートナーＡの選択肢としては，「パート

ナーＢと同伴行動を行う」，「パートナーＢと同伴行動を

行わない」という 2つの選択肢に対してパートナーＡ

の選好を有している．しかし，パートナーＡの選好が

実現するためには，行動目的や時間等に関して，パー

トナーＢの同意が必要であるため，パートナーＡの選

好の結果がそのまま行動として実現するとは限らない．

パートナーＡの確率効用関数を

Ua = βxa + ηaUb + εa (1)

と表す．βは，未知パラメータべクトルである．xaは，

パートナーＡの説明変数べクトルである．ηa は，パー

トナーＢに対するパートナーＡの配慮の程度を表す異質

性パラメータである．Ubは．パートナーＢの効用（そ

の内容はのちに示す式 (2)で表わされる)である．εaは，

確率誤差項であり，観測者が観測できないパートナー

Ａに関する特有な変数である．式 (1)の第２項は，パー

トナーＢの効用に対するパートナーＡの配慮の程度を

表現する項である．パートナーＡがパートナーＢに対

して，全く配慮をしない場合は，ηa = 0 が成立する．

パートナーＡが選択肢「パートナーＢと同伴行動を行

う」を選好する時，Ua > 0が成立する．一方，パート

ナーＢについて考えると，パートナーＢの選択肢とし

ては，「パートナーＡと同伴行動を行う」，「パートナー

Ａと同伴行動を行わない」という 2つの選択肢に対し

てパートナーＢの選好を有している．パートナーＢの

確率効用関数を

Ub = αxb + ηbUa + εb (2)

と表す．αは，未知パラメータべクトルである．xbは，
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パートナーＢの説明変数べクトルである．ηbは，パート

ナーＡに対するパートナーＢの配慮の程度を表す異質

性パラメータである．Uaは，パートナーＡの効用（そ

の内容は式 (1)で表わされる）である．εb は，確率誤

差項であり，観測者に観測できないパートナーＢに関

する特有な変数である．ここで，確率効用関数モデル

の確率誤差項 εa，εbは,それぞれ平均 0，分散 1の正規

確率密度関数N(0, 1)に従うと仮定する．

式 (1),式 (2)を，Ua, Ub に関して明示的に解けば，

Ua =
β

1− ηaηb
xa +

αηa
1− ηaηb

xb

+
ηa

1− ηaηb
εb +

1

1− ηaηb
εa (3)

Ub =
βηb

1− ηaηb
xa +

α

1− ηaηb
xb

+
ηb

1− ηaηb
εa +

1

1− ηaηb
εb (4)

を得る. この効用関数が識別可能であるためには，

ηaηb ̸= 1が成立しなければならない. さらに,異質性パ

ラメータ ηa, ηb は以下の条件を満足する必要がある.

0 ≤ ηaηb < 1 (5)

(3) ランダム・マッチングモデルの定式化

パートナーＡとパートナーＢの同伴行動が実現する

か否かは，パートナーＡとパートナーＢの選好結果の

組み合わせによって決定される．パートナーＡとパー

トナーＢが最も選好する選択肢の組み合わせに着目す

れば，以下の 4つのケースが存在する．

1）パートナーＡとパートナーＢの双方が同伴行動の目

的等に同意し，同伴行動が実現する場合

2）パートナーＡはパートナーＢに同伴行動を申しでる

が，パートナーＢがそれを断り，結果としてパートナー

ＡがパートナーＢと同伴行動を行わない場合

3）パートナーＢがパートナーＡに同伴行動を申し出る

が，パートナーＡがそれを断り，結果としてパートナー

ＢがパートナーＡと同伴行動を行わない場合

4）パートナーＡとパートナーＢの双方が同伴行動を行

わないことを好み，同伴行動を希望しない場合

ここで，異質性パラメータ ηa，ηbがある値と分かって

いるとき，それぞれのケースが生起する条件付き確率

は次式で定義される.

P1 = P (Ua ≥ 0, Ub ≥ 0|ηa, ηb) (6)

P2 = P (Ua ≥ 0, Ub < 0|ηa, ηb) (7)

P3 = P (Ua < 0, Ub ≥ 0|ηa, ηb) (8)

P4 = P (Ua < 0, Ub < 0|ηa, ηb) (9)

以上の 4つのケースの内，実際に同伴行動が実現する

ケースは，式 (6)のみである．したがって，異質性パラ

メータ ηa，ηbがある値と分かっているとき，同伴行動が

実現する確率は P (Ua ≥ 0, Ub ≥ 0|ηa, ηb)と表せ，同伴
行動が実現しない確率は

∑
n=2,3,4 Pn と表わすことが

できる．

確率効用関数モデルの確率誤差項 εa，εb が,それぞ

れ平均 0、分散 1の正規確率密度関数N(0, 1)に従うと

し，ηa，ηbがある値と分かっているとする時，同伴行動

が実現する確率 P (Ua ≥ 0, Ub ≥ 0|ηa, ηb)は次式のよう
に表現できる．

P (Ua ≥ 0, Ub ≥ 0|ηa, ηb)

=

∫
S(ηa,ηb)

g(εa)g(εb)dεadεb

(10)

ただし，S(ηa, ηb)は，ηa，ηbがある値と分かっていると

きに，Ua ≥ 0, Ub ≥ 0となる (εa, εb)の領域とする．

(4) コピュラ構造

以上では，異質性パラメータ ηa, ηbがある値と分かっ

ていると仮定して議論した．しかし，異質性パラメータ

ηa, ηbの値は同伴行動の行動目的によって多様に異なる

と考えられる．さらに，異質性パラメータ ηa, ηbは同じ

世帯において，長年の共同生活を通じて形成されたも

のであり，パートナーＡとパートナーＢの異質性パラ

メータには，相関関係が存在すると考えられる．そこ

で，本研究では，異質性パラメータ ηa, ηb の相関関係

をコピュラを用いて表現することで，異質性パラメー

タ ηa, ηb に相関関係をもたせる．

ここで，コピュラの概要を整理する．D種類の事象

の異質性パラメータ ηkd の同時確率分布をコピュラCを

用いて表す．ただし，本研究では，異質性パラメータ

ηa, ηbの２種類であるため，D = 2である．周辺分布関

数 F1, · · · , FD を持つ D 個の確率変数 η1, · · · , ηD の連
続な同時分布関数を F (η1, · · · , ηD)とすると，スクラー

の定理より，

F (η1, · · · , ηD)

= C(F1(η1), · · · , FD(ηD)) (11)

を満たすコピュラ C が一意に存在する．スクラーの定

理から，コピュラCに周辺分布 F1, · · · , FDを適用する

ことで生成されるC(F1(η1), · · · , FD(ηD))は，周辺分布

を区間 [0, 1]とする同時分布関数である．また，

• 任意の ud = Fd(ηd) ∈ [0, 1] (d = 1, · · · , D)につい

て，C(u1, · · · , ud−1, 0, ud+1, · · · , uD) = 0

• 任意の ud = Fd(ηd) ∈ [0, 1] (d = 1, · · · , D)につい

て，C(1, · · · , 1, ud, 1, · · · , 1) = ud

• u1
d ≤ u2

d を満たす全ての (u1
1, · · · , u1

D)，

(u2
1, · · · , u2

D) ∈ [0, 1]D に対して，
2∑

i1=1

· · ·
2∑

iD=1

(−1)
∑D

s=1
isC(ui1

1 , · · · , uiD
D ) ≥ 0
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の 3つの性質を全て満たすような関数 C がコピュラと

して定義される．同時確率密度関数 f(η)は，コピュラ

の分布関数 C(F1(η1), · · · , FD(ηD)) あるいは確率密度

関数 c(F1(η1), · · · , FD(ηD))を用いて，

f(η) =
∂DC(F1(η1), · · · , FD(ηD))

∂F1(η1) · · · ∂FD(ηD)

D∏
d=1

fd(ηd)

= c(F1(η1), · · · , FD(ηD))
D∏

d=1

fd(ηd) (12)

と表現できる．

周辺分布に関する情報を用いて同時確率分布を表現

するために様々なコピュラが提案されている．金融工

学の分野での使用実績が十分にある 10)ものとして，正

規コピュラ，tコピュラ，1パラメータ・アルキメディア

ン・コピュラであるガンベル・コピュラ，クレイトン・

コピュラ，フランク・コピュラがある．金融実務 10)に

おいて，リスクファクターが多変量確率分布に従うと

して評価を行う際に，周辺分布と周辺分布間の依存構

造の与え方が重要となる．株価時系列の収益分布など

の周辺分布は正規分布に比べ裾が厚い場合が多く，周

辺分布間の依存度合は，分布の場所により異なる．そ

こで，近年，金融実務では，周辺分布間の依存構造を

扱う１つの手段として，多変量分布を各変量の周辺分

布と分布間の依存構造とに分離して表現した関数であ

るコピュラが用いられている．変量間の相関構造を行

列で表現する一般的なコピュラの例として，正規コピュ

ラ，tコピュラがある．また，変量間の相関構造を１種

類のパラメータで表現するコピュラの例としては，1パ

ラメータ・アルキメディアン・コピュラがあり，主な例

として，クレイトン・コピュラ，ガンベル・コピュラ，

フランク・コピュラがある．これら 5つのコピュラ，正

規コピュラ、tコピュラ，クレイトンコピュラ，ガンベ

ルコピュラ，フランクコピュラは，それぞれ変量間の依

存構造が異なる．２変量の場合について，５つそれぞ

れのコピュラの特徴を述べると，正規コピュラは，2変

量正規分布と同じ依存構造をもち，その他４つのコピュ

ラと比べ全体的にばらつく，ｔコピュラは，正規コピュ

ラと比較すると，分布の裾での変量間の依存関係が強

く，一方の変量で大きな変動が起きたときには他方の

変量に逆方向の変動も起こりやすい．また，クレイト

ン・コピュラは，変量間の依存度合いは，相対的に左下

側で強く，右上側で弱い．ガンベル・コピュラは，クレ

イトン・コピュラとは逆に，変量間の依存度合いは，相

対的に左下側で弱く，右上側で強い．フランク・コピュ

ラは，変量間の依存度合いが強い領域は特にない．こ

のようにコピュラが異なると，表現される変量間の依

存関係も異なるため，実証分析においての適用データ

から依存関係が把握できる場合は，その依存関係に最

も近い表現が可能なコピュラを選択すればよい．本研

究では，適用データから変量間の依存関係が把握でき

ないため，対数尤度をパラメータ数で調整した指標で

ある AIC（Akaike Information Criterion）を，コピュ

ラの選択基準として用いる．

また，正規，tコピュラは，変量間の負の依存関係を

表現可能であるが，上述の 3つのアルキメディアン・コ

ピュラでは，変量間の負の依存関係を表現することは

できない．ただし，2変量の場合に限り，3つのアルキ

メディアン・コピュラフランク・コピュラ，クレイトン・

コピュラは，変量間の負の依存関係を表現できる．2変

量のフランク・コピュラでは，パラメータを a < 0とす

ると，負の依存構造を表現可能である．2変量のクレイ

トン・コピュラでは，パラメータを 1 < a < 0として，

非常に強い負の依存構造等の特殊なケースを表現する

ことができる．変量間に負の依存関係をもつデータに

ガンベル・コピュラを適用すると，ガンベル・コピュラ

の対数尤度は極大点を持たず，パラメータは最尤推定

によっては得ることができない．本研究で用いるデー

タには，変量間に正の依存関係が存在すると仮定し上

述の５つのコピュラを用いる．

正規コピュラと tコピュラは，代表的な楕円形コピュ

ラであり，スクラーの定理を用いて求めることができ

る．いま，２人の個人の相手に対する配慮の度合いの

周辺分布関数をそれぞれ F (ηa) = ua, · · · , F (ηb) = ub

とすると，正規コピュラと tコピュラはそれぞれ，

C(ua, ub) = Φa

(
Φ−1(ua),Φ

−1(ub)
)

(13)

C(ua, ub) = ta,ν
(
t−1
ν (ua), t

−1
ν (ub)

)
(14)

と表される．ただし，２事象間の相関関係を表すパラ

メータ aは a ∈ (−1, 1)を，自由度 ν は ν ≥ 2を満た

す．また，Φa(·),Φ−1(·)は，それぞれ相関 aを有する 2

変量標準正規分布関数，単変量標準正規分布関数の逆

関数を表す．同様に，ta,ν(·), t−1
ν (·)は，それぞれ相関 a

を有する自由度 νの 2変量 t分布の分布関数，自由度 ν

の単変量 t分布の分布関数の逆関数を表す．式 (13)(14)

は，いずれも同時分布の裾が上下対称の構造を有する．

一方，アルキメディアン・コピュラは，同時分布の裾

が上下非対称の構造を表現することが可能である．2変

量間の 1パラメータ・アルキメディアン・コピュラの分

布関数 C(ua, ub)は，生成関数 ζ(ua), ζ(ub)を用いて，

C(ua, ub) = ζ−1
(
ζ(ua) + ζ(ub)

)
(15)

と表現できる．ただし，生成関数 ζ(·)は，ζ(1) = 0を

満たし，[0,∞]の定義域を有する単調減少凸関数であ

る．本研究の実証分析においては，アルキメディアン・

コピュラとしてガンベル・コピュラ，クレイトン・コ

ピュラ，フランク・コピュラの 3種類のコピュラをとり
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表–1 代表的なアルキメディアン・コピュラ（2変量の場合

コピュラ 生成関数 ζ(ud) 分布関数 C(ud1 , ud2 ) 確率密度関数 c(ud1 , ud2 )

ガンベル (− lnud)
a exp

[
−
{∑2

g=1
(− lnudg )

a
} 1

a
]

C(ud1 , ud2 )
{(lnud1

)(lnud2
)}a−1

ud1
ud2

·
{
(− lnud1 )

a + (− lnud1 )
a
}(− 1

a
−2)

a ∈ (1,∞) ·
[
{(− lnud1 )

a + (− lnud1 )
a}

1
a + a− 1

]
クレイトン 1

a (u
−a
d

− 1) {(ud1 )
−a + (ud2 )

−a − 1)}−
1
a (1 + a)

{
(ud1 )

−a−1(ud2 )
−a−1

}
a ∈ (−1,∞) ̸= 0 ·{(ud1 )

−a + (ud2 )
−a − 1)}(−

1
a
−2)

フランク ln{exp(−aud)− 1} − 1
a ln

[
1 +

∏2

g=1
{exp(−audg )−1}

exp(−a)−1

]
−a exp(−aud1

) exp(−aud2
){exp(−a)−1}

{exp(−a)−1}+
∏2

g=1
{exp(−audg )−1}

a ∈ (−∞,∞) ̸= 0 − ln{exp(−a)− 1}

あげる．表-1にガンベル・コピュラ，クレイトン・コ

ピュラ，フランク・コピュラの生成関数，分布関数，確

率密度関数を示している．また，ガンベル・コピュラ

のパラメータは a ∈ (1,∞)，クレイトン・コピュラは

a ∈ (−1,∞) ̸= 0，フランク・コピュラのパラメータは

a ∈ (−∞,∞) ̸= 0を満たす．ただし，ガンベル・コピュ

ラ，フランク・コピュラの多変量確率密度関数は一般的

な形で表現することが困難であり，変量数に応じて，随

時，分布関数を偏微分することにより求める．本研究

におけるコピュラの選定方法として，パラメータ数の

異なるコピュラ間での選定を考慮し，AIC（赤池情報量

基準）をコピュラ選定基準を用いる．

(5) 相互作用の異質性を考慮したランダム・マッチン

グモデルの

定式化

同一世帯内の２人の個人の同伴行動目的カテゴリー

k(k = 1, · · · ,K)で，観測可能な同伴行動に対応する異

質性パラメータ (ηa, ηb)を (ηka , η
k
b )と表す．このとき，

異質性パラメータ (ηka , η
k
b )の周辺分布間の相関関係を

表現するコピュラの分布関数 C(F k(ηka , η
k
b ))を

C(F k(ηka , η
k
b )) = C(Fa(η

k
a), Fb(η

k
b )) (16)

と定義する．この時，同伴行動目的カテゴリー k に対

するコピュラの確率密度関数 c(F k(ηka , η
k
b ))は，

c(F k(ηka , η
k
b )) =

∂kC(F k(ηka , η
k
b ))

∂Fa(ηka)∂Fb(ηkb )
(17)

と表現することができる．同伴行動目的カテゴリー kの

異質性パラメータ ηka , η
k
b の同時確率密度関数 fk(ηka , η

k
b )

は，

fk(ηka , η
k
b ) = c(F k(ηka , η

k
b ))fa(η

k
a)fb(η

k
b ) (18)

と表現できる．ただし，周辺確率密度関数 fa(η
k
a)，

fb(η
k
b )は,周辺分布関数 Fa，Fbの確率密度関数である．

また，ηa, ηb は，0 ≤ ηa < 1，0 ≤ ηb < 1の範囲で，

定義されるため，この範囲で定義されるベータ分布を

周辺確率密度関数として仮定する．

fa(η
k
a) =

(ηka)
pa−1(1− ηka)

qa−1

B(pa, qa)
(19)

fb(η
k
b ) =

(ηkb )
pb−1(1− ηkb )

qb−1

B(pb, qb)
(20)

を仮定する．B(pa, qa)，B(pb, qb)はベータ関数である．

B(pa, qa) =

∫ 1

0

upa−1(1− u)qa−1du (21)

B(pb, qb) =

∫ 1

0

upb−1(1− u)qb−1du (22)

なお，ベータ分布 (19)，(20)は,０から１の範囲におい

て定義され，パラメータϕ = (pa, qa, pb, qb)をとる．期

待値と分散はそれぞれ以下のようにあらわされる．

期待値
pa

pa + qa
(23)

期待値
pb

pb + qb
(24)

分散
paqa

(pa + qa)2(pa + qa + 1)
(25)

分散
pbqb

(pb + qb)2(pb + qb + 1)
(26)

以上より，相互作用の異質性を考慮し，コピュラを

用いて相互作用の相関関係を表現したランダム・マッ

チングモデルは，以下のように定式化することができ

る．異質性パラメータ ηa, ηb が未知であるとき，同一

世帯内の２人の個人が行動目的 kの同伴行動を行う確

率 P (Uk,l
a ≥ 0, Uk,l

b ≥ 0)は，

P (Uk,l
a ≥ 0, Uk,l

b ≥ 0)

=

∫ 1

0

∫ 1

0

fk(ηka , η
k
b )
(
P (Uk,l

a ≥ 0, Uk,l
b ≥ 0|ηka , ηkb )

)
dηkadη

k
b(27)

と表される．

4. モデルの推計方法

(1) 推計手法の概要

本研究では，同伴行動モデルを定式化するとともに，

コピュラを用いて利他的事象間の相関性を表現したよう
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なモデルを構築した．その際，同伴行動目的カテゴリー

kの同伴行動に関する異質性パラメータ ηk = (ηka , η
k
b )

は同時分布から抽出された標本であると考える．異質

性パラメータの周辺分布をベータ分布を用いて定式化

する．異質性パラメータの周辺分布のパラメータ ϕ =

(pa, qa, pb, qb)も未知パラメータである．コピュラのパ

ラメータ aの推計も組み込む． 本モデルにおいて，異

質性パラメータの同時分布は，コピュラと周辺分布に

より表される．本モデルは複数の階層構造を持った複

雑なモデル構造を有しており，最尤推定法を用いて本

モデルの未知パラメータを同時に推計することは困難

である． そこで，まず異質性パラメータを除く，未知

パラメータの推定を行い，その後，推定したパラメー

タを用いて，異質性パラメータの推定を行う．具体的に

は，まず，個人属性の効用に関するの未知パラメータ

α,βと異質性パラメータの周辺分布を規定する未知パ

ラメータϕ = (pa, qa, pb, qb)と，コピュラに関する未知

パラメータ aを世帯内相互作用の異質性を考慮したラ

ンダムマッチングモデルの尤度関数を用いて推定する．

これは，小濱等 9) によって提案された２段階推定法の

第１段階である．つぎに，推定したパラメータベクトル

ϑ = (a,ϕ,α,β)を与件として，尤度関数を用いて，コ

ピュラに関する異質性パラメータベクトル η = (ηa, ηb)

を推定する．その際，潜在変数であるK 個の異質性パ

ラメータを同時に推定する．

異質性パラメータを内包したモデルの推定において

は，最尤推定法や階層ベイズ法を用いた推定手法が提

案されている．小濱等 9)は，マルコフ推移確率と異質

性パラメータの確率密度関数の積で尤度関数を定義し

た．さらに，平均化操作を行い，モデルに内包される

未知パラメータと確率密度関数を規定するパラメータ

を推定した後に，異質性パラメータの最適解を求める

段階的な最尤推定を行った．貝戸等 11)は，マルコフ連

鎖モンテカルロ法を援用した階層ベイズ法を用いるこ

とにより，全パラメータの同時の推定を行った．水谷

等 12)は，各事象の過程を表すハザードモデルと異質性

パラメータの同時分布を用いて尤度関数を定義し，階

層ベイズ法を用いて，パラメータの同時推定を行った．

以上を踏まえ，本研究では，最尤推定法を用いてパラ

メータを段階的に推定する手法を用いる．具体的には，

まず世帯内相互作用の異質性を考慮したランダムマッ

チングモデルの個々のパラメータを最尤推定する．そ

の後，推定したパラメータを与件として，異質性パラ

メータの推定を行う．

ここで，最尤推定法について整理する．xa,xbの観測

値 x̂a, x̂bが得られたとき，この確率変数を xa,xbを生

み出す確率モデルを推定することができる．xa,xbの確

率モデルが h(xa,xb|ϑ)と定式化されているとすると，

最尤推定法では，モデルのパラメータには，ある真の

値ϑT が存在するという仮定を置く．真の値とは，確率

モデル h(xa,xb|ϑT )が，現実の観測値である xa,xbを

発生させている真のモデルとなる値のことである．こ

の真の値にできる限り近いパラメータの推定量を求め

ることが，最尤推定法である．最尤推定法におけるパ

ラメータの最尤推定量 ϑ̂は，x̂a, x̂b が観測される確率

（尤度）h(x̂a, x̂b|ϑ)　を最大化する ϑとなる．すなわ

ち，次の最適化問題の解が ϑ̂となる．

max
ϑ

h(x̂a, x̂b|ϑ) (28)

異なる確率モデルの間で各確率モデルの妥当性を比較

しようとする際には，パラメータの次元が重要となる．

パラメータを増やせばモデルの尤度は必ず増えるが，そ

れはモデルの説明能力をあげるとはいえない．妥当性

のあるモデルは，低い次元のパラメータで観測結果を

よく説明し，高い尤度が得られるモデルでなければな

らない．そこで，モデルの妥当性を考える際に，モデル

間の比較を行う手段が２つあり，１つは尤度比検定を

使う方法であり，もう１つは情報量基準を使う方法で

ある．ただし，尤度比検定は，あるモデルとそのモデル

のパラメータに制約条件を加えたモデルの比較にしか

使えない．つまり，全く異なる２つのモデルを比較する

際には，尤度比検定を用いることはできない．さらに，

尤度比検定はある２つのモデルに関する帰無仮説を検

証するものであり，純粋な比較を目的としたものでは

ないため，多数のモデルの間の比較を行う際には，不適

切である．一方で，情報量基準を使うと，多数の全く異

なる，確率モデルを比較することができる．最尤推定法

で多く用いられる，情報量基準には２つの情報量基準

が一般的であり，１つは赤池情報量基準（AIC:Akaike

Information criterion）であり，もう一つは，ベイズ情

報量基準（BIC:Bayesian Information Criterion）であ

る．確率モデルの AICは，以下のように表現される．

AIC = −2 lnh(x̂a, x̂b|ϑ̂) + 2 × (パラメータの次元)(29)

パラメータの次元は自由に動くことができるパラメー

タの数である．AICはカルバックライブラー情報量の

漸近推定量であり，かつ漸近不偏推定量である．AICが

小さい値のモデルほど，優れたモデルであると判断さ

れる．確率モデルのBICは，以下のように表現される．

BIC = −2 lnh(x̂a, x̂b|ϑ̂) + ln(n) × (パラメータの次元)(30)

右辺第二項の nは基本的には，モデルに含まれる確率

変数のうち，現実に観測された確率変数の個数である．

例外の場合として，K 個の説明変数の線形回帰モデル

があったとし，N 個のサンプルが得られているとき，モ

デルに含まれる確率変数のうち，現実に観測された確

率変数の個数は，N(K +1)個となるが，線形回帰モデ

ルでは，説明変数を生み出すモデルについては定式化
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されておらす，最尤推定法においてその値が所与のもの

として扱われる確率変酢は nに入れることができない

ため，この場合は，n = N となる．また，BICは，情

報の縮約という観点から確率モデルの評価を行うため，

観測されたデータをなるべく損なわずに，少数のパラ

メータにうまく圧縮できるモデルを高く評価し，BIC

が小さい確率モデルほど，優れたモデルであると判断

される．AICと BICをどちらを用いる方が適切である

かを判断する基準について説明する．比較しようとし

ている２つのモデルの中に，現実に観測されたデータ

を生み出しているモデルが含まれている場合で，かつ，

モデルに含まれる確率変数のうち，現実に観測された

確率変数の個数がパラメータの次元に比べて大きいと

き，BICを用いることで，現実に観測されたデータを

生み出しているモデルを探し出すことができる．しか

し，AICでは探し出すことはできない．AICは，比較

しようとしている２つのモデルの中に，現実に観測さ

れたデータを生み出しているモデルが含まれていない

場合で，かつ，モデルに含まれる確率変数のうち，現

実に観測された確率変数の個数がパラメータの次元に

比べて大きいとき，AICを用いることで，現実に観測

されたデータを生み出しているモデルを探し出すこと

ができるが，BICにはできない．このことを踏まえた

上で，本研究では，AICを用いる．

(2) 世帯内相互作用の異質性を考慮したランダムマッ

チングモデルの尤度関数の定式化

同伴行動目的カテゴリー k のパートナーＡとパート

ナーＢに関する異質性パラメータ ηka , η
k
b に着目する．こ

こで，パートナーＡとパートナーＢに関する異質性パ

ラメータ ηka , η
k
b が観測されていれば，尤度関数を定義

することで，コピュラに関する未知パラメータベクト

ル a及び異質性パラメータの周辺分布関数を規定する

未知パラメータベクトル ϕ = (ϕk
a, ϕ

k
b )を推定すること

ができる．しかし，異質性パラメータ ηka , η
k
b は直接観

測することができない潜在変数である．いま，同伴行動

目的カテゴリー kの家計 lk (lk = 1, · · · , Lk)に対して，

それぞれの同伴行動のデータが得られていると考える．

ダミー変数 δl,k (k = 1, · · · ,K; lk = 1, · · · , Lk)を定義

する．δl,kは，パートナーＡとパートナーＢのペア lが

同伴行動目的 k の同伴行動を行ったとき１，それ以外

のときに０となるダミー変数である．式 (10)より，ηka

，ηkb がある値と分かっている時，同伴行動が実現する確

率は，P (Uk,l
a ≥ 0, Uk,l

b ≥ 0|ηka , ηkb )と表すことができ
る．ここで，未知パラメータベクトル ϑ = (a,ϕ,α,β)

とおく．以上より，尤度関数は，

L =
K∏

k=1

∫ 1

0

∫ 1

0

fk(ηka , η
k
b )

[
L∏

l=1

(
P (Uk,l

a ≥ 0, Uk,l
b ≥ 0|ηka , ηkb )

)δl,k

(
1− P (Uk,l

a ≥ 0, Uk,l
b ≥ 0|ηka , ηkb )

)1−δl,k
]
dηkadη

k
b

(31)

と表せる．尤度関数の未知パラメータベクトル ϑ =

(a,ϕ,α,β)を，最尤推定法を用いて推定し，この推定

を１段階目の推定とする．推計フローを図-1に示す．

(3) 異質性パラメータの推定

１段階目の推定により，未知パラメータベクト

ル α,β,ϕ, a が推定されたので，パラメータベクト

ル α,β,ϕ, a を与件とする．ダミー変数 δl,k (k =

1, · · · ,K; lk = 1, · · · , Lk) は，パートナーＡとパート

ナーＢのペア l が同伴行動目的 k の同伴行動を行った

とき１，それ以外のときに０となるダミー変数である．

異質性パラメータの周辺確率密度関数がベータ分布に

従い，同伴行動目的カテゴリー kに属する Lkペア個の

サンプルが得られたとき，異質性パラメータ ηka , η
k
b に

関する同時生起確率密度関数（部分尤度）は，

L =
K∏

k=1

L∏
l=1

[{
P (ηka , η

k
b |α,β,ϕ, a)f(ηka)f(η

k
b )
}δl,k

{
1− P (ηka , η

k
b |α,β,ϕ, a)f(ηka)f(η

k
b )
}1−δl,k

c(F (ηka , η
k
b ))

]
(32)

と表せる．異質性パラメータ ηka , η
k
b に関する同時生起

確率密度関数（部分尤度）の未知パラメータ ηka , η
k
b を

条件付き最尤推定法を用いて推定する．なお，異質性

パラメータ ηka , η
k
b の最尤推定量は，パラメータベクト

ルα,β,ϕ, aを与件として求めた条件付き最尤推定量で

ある．推計フローを図-1に示す．

(4) 推計フローと推計精度

推計フローを図-1に示した．

ステップ１：初期値として，未知パラメーラベクト

ル ϑ(0) = (a(0),ϕ(0),α(0),β(0))を設定する．

ステップ２：α(n) をランダムウォークにより

発生させ L(α(n)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1)) を求め，

L(α(n−1)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1)) と 尤 度 の 大 き

さを比較し，L(α(n)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1)) >

L(α(n−1)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1))であれば，α(n)を採

用する．

ステップ３：β(n) をランダムウォークにより

発生させ L(β(n)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1)) を求め，

L(β(n−1)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1)) と 尤 度 の 大 き

さを比較し，L(β(n)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1)) >
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L(β(n−1)|ϕ(n−1),a(n−1),β(n−1))であれば，β(n) を採

用する．

ステップ４：a(n) をランダムウォークにより

発生させ L(a(n)|ϕ(n−1),α(n−1),β(n−1)) を求め，

L(a(n−1)|ϕ(n−1),α(n−1),β(n−1)) と 尤 度 の 大 き

さを比較し，L(a(n)|ϕ(n−1),α(n−1),β(n−1)) >

L(a(n−1)|ϕ(n−1),α(n−1),β(n−1))であれば，α(n)を採

用する．

ステップ５：ϕ(n) をランダムウォークにより

発生させ L(ϕ(n)|β(n−1),a(n−1),α(n−1)) を求め，

L(ϕ(n−1)|β(n−1),a(n−1),α(n−1)) と 尤 度 の 大 き

さを比較し，L(ϕ(n)|β(n−1),a(n−1),α(n−1)) >

L(ϕ(n−1)|β(n−1),a(n−1),α(n−1))であれば，ϕ(n) を採

用する．

ステップ６：ステップ２からステップ５で推定され

たパラメーラベクトル ϑ(n) = (a(n),ϕ(n),α(n),β(n))

を与件とし，η(n) をランダムウォークにより発

生させ L(η)(η
(n)|α(n)， β(n),a(n),ϕ(n)) を求め，

L(η)(η
(n−1)|α(n)， β(n),a(n),ϕ(n)) と尤度の大き

さを比較し，L(η)(η
(n)|α(n)，β(n),a(n),ϕ(n)) >

L(η)(η
(n−1)|α(n)，β(n),a(n),ϕ(n)) であれば，η(n) を

採用する．

n回繰り返すと，尤度は次第に大きくなっていく．十

分に大きな nに対して，尤度が定常状態に達したとき

の，パラメータの値を記録し，最尤推定量とする．

推計されたパラメータの精度を確認するために尤度

比検定統計量を用いる．具体的に説明すると，モデル

h(x|θ)のパラメータに a(θ) = 0という制約を課したモ

デルをモデル１とし，aは，r次元の関数ベクトルであ

る．また，制約を課されていないモデルをモデル２と

する．モデル１のパラメータの次元は，モデル２のパ

ラメータの次元よりも rだけ低くなる．このとき，モデ

ル１とモデル２のパラメータの最尤推定量をそれぞれ，

θ̂1, θ̂2とすると，h(x|θ̂1) < h(x|θ̂2)が成立する．この

ような状況において，モデル１とモデル２の比較を行

おうとする際に，尤度比検定を用いることができる．こ

こで，帰無仮説として，h(x|θ̂1)は真のモデルであると

する．パラメータを特定化しなければ，統計学的検定

を行うことができないため，パラメータには最尤推定

量を入れることは，多くの他の検定でも行われている．

この帰無仮説のもと，モデルに含まれる確率変数のう

ち，現実に観測された確率変数の個数がパラメータの

次元に比べて大きいとき，以下の統計量は自由度 r の

χ2分布に漸近的に従うことが知られており，この統計

量を用いて，仮説検定を行うことができる．これを尤

度比検定と言う場合もある．

2 ln
h(x|θ̂2)

h(x|θ̂1)
(33)

図–1 推計フロー

また，モデルに含まれる確率変数のうち，現実に観測

された確率変数の個数がパラメータの次元に比べて

大きいと言えないときには，パラメトリックブースト

ラップ法を用いて，尤度比検定を行うことができる．

h(x|θ̂1)に従う確率変数 x̂1, x̂2, · · · , x̂N を生成する．そ

して，各 x̂i(1 ≤ i ≤ N) を観測地とみなして，モデ

ル１とモデル２の最尤推定量 θ̂
1

i , θ̂
2

i を求める．これに

より，θ̂
1

1, θ̂
1

2, · · · , θ̂
1

N および θ̂
2

1, θ̂
2

2, · · · , θ̂
2

N ,が得られ，

1 ≤ i ≤ N について，以下を計算することで，統計量

が帰無仮説のもとで従う確率分布の粒子による近似が

得られ，仮説検定を行うことができる．モンテカルロ

法による誤差はあるが，尤度比検定であると言える．

2 ln
h(xi|θ̂

2

i )

h(xi|θ̂
1

i )
(34)
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5. 実証分析

(1) 適用データの概要

a) 調査概要

本研究で提案したランダムマッチングモデルに，平

成 23年社会生活基本調査データを適用し，本方法論の

有効性を実証的に検証する．本研究で使用する社会生

活基本調査 8)は，１日の生活時間の配分と過去１年間

における主な活動状況などを調査し，その結果を仕事

と生活の調和の推進，男女共同参画社会の形成，少子

高齢化対策等の各種行政施策の基礎資料として利用し

ている．社会生活基本調査の目的は，社会生活基本統

計を作成するための統計調査であり，生活時間の配分

や余暇時間における主な活動の状況など，国民の社会

生活の実態を明らかにするための基礎資料を得ること

である．社会生活基本調査は，昭和 51年以来 5年ごと

に行われており，平成 23年調査はその 8回目に当たる．

平成 23年社会生活基本調査は，平成 23年 10月 20日

に行われた．ただし，生活時間の配分についての調査

は，10月 15日から 10月 23日までの 9日間のうちか

ら，調査区ごとに指定された連続する 2日間に行われ

た．平成 23年社会生活基本調査の対象として，指定す

る調査区（全国で約 6,900調査区）内に居住する世帯

のうちから，選定した約 8万 3千世帯の 10歳以上の世

帯員約 20万人を対象とした．抽出方法としては，平成

23年社会生活基本調査は，第 1次抽出単位を平成 17年

国勢調査調査区とし，第 2次抽出単位を世帯とする層

化 2段抽出法によって行われた．　なお，抽出にあたっ

ては特定の世帯が続けて調査の対象にならないように

行われた．調査は 10月 20日で行うが，「1日の生活時

間」に関しては，曜日ごとの結果を集計するため，標本

調査区を無作為に 8つのグループに分け，グループご

とに 10月 15日から 10月 23日までの 9日間のうち連

続する 2日間を調査日として選定された．調査は，調

査員が調査世帯ごとに 10月上旬から中旬に調査票を配

布し，10月下旬に取集することにより行われ，報告は，

世帯主又は世帯員が調査票に記入し，調査員等の質問

に答え，調査票を提出することにより行われた．ただ

し，一部の地域の調査世帯については，インターネット

により回答することも可能とした．調査票 A又は調査

票 Bにより，以下の事項を調査された．

調査票A (1)すべての世帯員に関する事項ア）世帯主

との続柄イ）出生の年月又は年齢ウ）在学，卒業等教

育又は保育の状況 (2)10歳未満の世帯員に関する事項

育児支援の利用の状況 (3)10歳以上の世帯員に関する

事項ア）氏名イ）男女の別ウ）配偶の関係エ）学習・研

究活動の状況オ）ボランティア活動の状況カ）スポー

ツ活動の状況キ）趣味・娯楽活動の状況ク）旅行・行楽

の状況ケ）生活時間の配分及び天候 (4)15歳以上の世

帯員に関する事項ア）介護の状況イ）就業状態ウ）就

業希望の状況エ）従業上の地位オ）勤務形態カ）年次

有給休暇の取得日数キ）仕事の種類ク）所属の企業全

体の従業者数ケ）ふだんの１週間の就業時間コ）希望

する１週間の就業時間サ）通勤時間シ）ふだんの健康

状態ス）仕事からの年間収入 (5)60歳以上の世帯員に

関する事項子の住居の所在地 (6)世帯に関する事項ア）

世帯の種類イ）10歳以上の世帯員数ウ）10歳未満の世

帯員数エ）住居の種類オ）自家用車の所有の状況カ）世

帯の年間収入キ）介護支援の利用の状況ク）不在者の

有無

調査票 B (1)すべての世帯員に関する事項ア）世帯主

との続柄イ）出生の年月又は年齢ウ）在学，卒業等教育

又は保育の状況 (2)10歳未満の世帯員に関する事項育

児支援の利用の状況 (3)10歳以上の世帯員に関する事

項ア）氏名イ）男女の別ウ）配偶の関係エ）携帯電話，

パーソナルコンピュータその他の情報通信に関連する

機器の使用の状況オ）生活時間の配分及び天候 (4)15歳

以上の世帯員に関する事項ア）介護の状況イ）就業状

態ウ）従業上の地位

本研究では，平成 23年社会生活基本調査の調査表Ｂ

により得られたデータを用いる．平成 23年社会生活基

本調査には，調査票Ａと調査票Ｂがあり，それぞれの調

査票には，生活時間欄が設けられており，調査票 Aは

プリコード方式，調査票 Bはアフターコード方式にて

集計が行われている．調査票 Aでは，あらかじめ行動

の種類が 20分類に分けられており，世帯構成員の各個

人が自分の行動を分類し，該当する行動の種類欄に時

間区分ごとに線を引いていく方式で行われており，調

査票Ｂでは，回答者が日記をつけるように自由に回答

を調査票に記入してもらい，それを集計の段階で，分

類コードを与える方式で行われた．調査票 Aの方式で

は，調査票Ｂの方式よりも記入や内容審査・分類格付

け等の事務が少ないことから大標本による調査が可能

である．調査票 Bの方式では，調査票Ａの方式よりも

分類区分を細かく設定でき，さらに１５分間隔で生活

時間の把握が可能である．

本研究では，個人の同伴行動を把握するために，調

査票Ｂのデータを用いる．調査票Ｂから得られたデー

タは，集計の段階でデータＥとデータＦに分けられて

いる．データＥには，各個人が誰とどのような行動を

何時間したかという本研究で用いたい変数が，全て含

まれているため，データＥを用いる．データＦには，１

５分間隔で個人の行動が記述されている．また，調査

票Ａと調査表Ｂは，異なる個人に回答してもらってい

るため，調査票Ａと調査票Ｂのデータを同時に用いる

ことはできない．調査票Ｂ（アフターコード方式）は，
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全国の世帯から無作為に選定した約４千世帯に居住す

る 10 歳以上の世帯員約１万人を対象として，各世帯員

が２日間にわたって調査票Ｂに回答した．そのため，調

査票Ｂの集計結果のデータには，約１万人の２日間の

行動について，異なるＩＤを用いて記載されているた

め，約２万人の個人のデータが存在する．本推計では，

各個人が，調査票Ｂに回答した２日間は，仕事のある

日と休日に回答した場合，異なる行動を異なる人や目

的で行うと考えられるので，２日間の内の１日目と２

日目を別の個人として，推計を行う．１日目と２日目

を分けた場合の，サンプル数は，19982人である．性別

は，男性が 9406人，女性が 10576人である．また，各

個人は，１日に複数の同伴行動を行っているが，１度

以上ある特定の行動を行えば，その同伴行動を行った

と考える．具体的に説明すると，夫が食事という同伴

行動を妻と，１日に１度行った場合も，３度行った場

合も，その日に夫は妻と食事という同伴行動を１度行っ

たと判断する．つまり，特定の行動を，特定の相手を

複数回行ったとしても，複数回カウントせずに，特定

の行動を特定の相手としたか否かで判断する．

さらに，行動目的は，集計段階で 92分類に分けられ

ているが，本研究では，類似した行動を以下のように

分類しなおす．有償労働には，主な仕事，主な仕事中

の移動，副業，副業中の移動，通勤，仕事中の休憩，求

職活動といった行動が含まれる．家事には，食事の管

理，菓子作り，園芸，住まいの手入れ・整理，衣類等の

手入れ，衣類等の作製，建築・修繕，乗り物の手入れ，

世帯管理，子供 (乳幼児以外)の介護・看護，家族 (子供

以外)の介護・看護，子供 (乳幼児以外)の身の回りの世

話，家族 (子供以外)の身の回りの世話，といった行動

が含まれる．育児には，乳幼児の介護・看護，乳幼児の

身体の世話と監督，乳幼児と遊ぶ，子供の付き添い等，

子供 (乳幼児以外)の教育，子供の送迎移動，子供 (乳幼

児以外)と遊ぶ，といった行動が含まれる．買物・サー

ビスには，買い物，公的サービスの利用，商業的サー

ビスの利用，といった行動が含まれる．家事移動には，

家事に伴う移動という行動を意味している．ボランティ

ア活動には，ボランティア活動とボランティア活動に

伴う移動という行動が含まれている．食事には，朝食，

昼食，夕食，夜食，軽飲食，といった行動が含まれてい

る．社会参加・宗教には，社会参加活動，礼拝・読経，

といった行動が含まれている．教養・趣味・娯楽には，

教養・娯楽，創作，趣味としての菓子作り，成果物を得

る趣味・娯楽，趣味としての園芸，ペットの世話，犬の

散歩等，趣味としての衣類等の作製，趣味，コンピュー

タの使用，ゲーム，ドライブ，といった行動が含まれて

いる．スポーツには，エアロビクス系スポーツ，球技，

ウォーター系スポーツ，成果物を得るスポーツ，といっ

た行動が含まれている．マスメディア利用には，読書，

新聞・雑誌，テレビ，ビデオ・ＤＶＤ，ラジオ，ＣＤ・

カセットテープ，といった行動が含まれている．休養・

くつろぎは，休養・くつろぎといった行動を意味する．

b) 説明変数の候補

本研究で用いるデータは，集計の段階で，世帯構成

は９区分に分類されおり，高齢者夫婦世帯を除く夫婦

のみの世帯，高齢者夫婦世帯，夫婦と子供の世帯，夫

婦と両親の世帯，夫婦とひとり親の世帯，夫婦・子供

と両親の世帯，夫婦・子供とひとり親の世帯，単身世

帯，続き柄が特定できる世帯員のみの世帯のうち上記

以外の世帯，となっており，それぞれの世帯構成に属

する個人数は，無回答の個人 394人を除くと，表-2の

ようになっている．世帯構成を表現するダミー変数と

して，高齢者夫婦世帯を除く夫婦のみの世帯，高齢者

夫婦世帯，を夫婦のみの世帯としダミー変数１，夫婦

と子供の世帯，夫婦と両親の世帯，夫婦とひとり親の

世帯，夫婦・子供と両親の世帯，夫婦・子供とひとり親

の世帯を，夫婦のみでない世帯０とする．世帯構成を

２つに分類しなおすと同時に，本研究では，世帯内で

の同伴行動を対象としているため，単身世帯，続き柄

が特定できる世帯員のみの世帯のうち上記以外の世帯，

を除く．

年齢については，19935人の個人が自身の年齢を回答

しており，10歳から 99歳までの個人が存在している．

説明変数の１つに，年齢のダミー変数として，回答者

の年齢が 65歳以上を１，回答者の年齢が 64歳以下を

０とする．10歳から 64歳の個人数は，14431人，65歳

以上の個人数は 5551人である．

職業については，19982人が回答しており，有業11078

人，無業 8904人である．説明変数の１つに，職業有無

のダミー変数として，有業を１，無業を０とする．

自家用車を保有しているか否かついては，19982人が

回答しており，保有していない人が 3567人，保有して

いる人が 16415人である．説明変数の１つに，自家用

車有無のダミー変数として，自家用車を保有している

個人を１，自家用車を保有していない個人を０とする．

本調査票に何曜日の行動を記入したかについて，回

答している個人数は，19982人であり，表-3のように

なっている．休日には，労働や学業の制約がなく，個人

は平日に行うことのできない活動を行いやすいという

考えに基づき，活動を行った曜日を，土曜日，日曜日

を休日とし，それ以外を平日に分類する．説明変数の

１つに，休日のダミー変数として，休日を１，平日を

０とする．

年収について回答した個人 11281人の，各個人が仕

事から得た 1年間の収入について 16のカテゴリーで回

答されており，表-4のようになっている．説明変数の
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表–2 各世帯構成分類の個人数

世帯構成　　　 人　

1 高齢者夫婦世帯を除く夫婦のみの世帯 1800

2 高齢者夫婦世帯　　 2444

3 夫婦と子供の世帯　 7403

4 夫婦と両親の世帯 168

5 夫婦とひとり親の世帯　　　 419

6 夫婦・子供と両親の世帯 1082

7 夫婦・子供とひとり親の世帯　 1302

8 単身世帯　 1790

9 続き柄が特定できる世帯員のみの世帯のうち上記以外の世帯　 3180

表–3 調査票回答曜日の個人数

曜日 人数

月曜日 1250

火曜日 1218

水曜日 1208

木曜日 1273

金曜日 2518

土曜日 6276

日曜日 6239

１つとして，年収ダミー変数に，平均年収以上か，以

下かでダミー変数を設定すると，年収金額が大きい個

人より平均年収が左右されるので，中央値を年収にお

けるダミー変数の基準として設定する．表-4からみる

と，個人の 1年間の収入の平均は，250万円付近にある

と考えられるので，年収のダミー変数として，個人の 1

年間の収入が 250万以上の個人を１，個人の 1年間の

収入が 250万以下の個人を０とする．

健康状態について回答した 11353人のうち，健康状

態は良い 4102人，まあ良い 6096人，あまりよくない

1066人，悪い 89人であった．そこで，健康ダミー変

数として，健康状態が良い，まあ良いと回答した人は

１，健康状態があまりよくない，悪いと回答した人は

０をとるような，ダミー変数を設定する．以上，7つの

ダミー変数を説明変数として設定する．

c) 同伴行動相手の設定

本研究では，世帯内の全ての個人間の関係を用いて，

モデルを推計したいが，本調査では，同伴行動相手は誰

かという質問項目の選択肢として，父，母，子供，配偶

者，その他の家族，学校や職場の人という区分であるた

め，全ての個人間の関係を推計することが困難である．

表–4 各年収分類の個人数

年収分類 人数

収入なし 225

50万円未満 963

50～90万円 1407

100～149万円 1263

150～199万円 902

200～249万円 1129

250～299万円 868

300～399万円 1357

400～499万円 980

500～599万円 732

600～699万円 503

700～799万円 308

800～899万円 238

900～999万円 114

1000～1499万円 229

1500万円以上 63

例えば，私，妻，息子，娘という 4人家族の世帯が存在

したとする．このとき，考えられる世帯内の全ての個

人間の関係は，私と妻，私と娘，私と息子，妻と娘，妻

と息子，娘と息子という 6通りが考えられる．しかし，

本調査では，調査対象を 10歳以上としているため，息

子や娘が 10歳未満であった場合，息子や娘の個人属性

を把握することができない．また，同伴相手を記入す

る際に，息子や娘という区別がなく，全て子供と統一さ

れており，私と娘，私と息子，妻と娘，妻と息子，娘と

息子との同伴行動について推計することは困難である．

仮に親子関係に焦点をあてた場合には，10歳未満の子

供とその親の関係と，60歳の子供とその親の関係では，
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全く異なる配慮の度合いが予測される．また，本研究

で対象とする相手への配慮は，長い年月を経て形成さ

れてきたものであるため，その他の家族，学校や職場

の人に分類された個人との同伴行動は，扱わず，世帯内

の個人間の同伴行動のみを対象とする．以上より，本

研究では，配偶者に分類された個人との同伴行動を対

象とする．配偶者の有無について，19945人が回答し，

未婚 5135，配偶者あり 12350人，死別離別 2460人と

いう結果であった．配偶者のいる個人は全体のおよそ

61.9％存在する．図-2からも，配偶者と行われた同伴

行動が比較的多いことが分かる．図-2において，子供

と同伴行動を行ったという回答に対して，父や母と同

伴行動を行ったという回答数が少ない理由は，親子で

の同伴行動を行った子供の多くは，年齢が 10歳未満で

あったと考えられる．総行動を見ると，１人での行動し

た場合と，配偶者との同伴行動をした場合が同程度で

あることから，配偶者のいる個人の多くは，1人で行動

をあまり行わず，配偶者と同伴行動を行う傾向にある

とも思われる．また，本研究では，配偶者同士の同伴行

動を対象とすると，上述したが，同伴行動相手が不明

の個人のデータを除いた．具体的には，同伴行動を行っ

たと考えられる 2名の個人のうち一方が配偶者と同伴

行動を行ったと調査票に回答しているが，もう一方の個

人が同伴行動相手として，配偶者以外を回答している

場合，同伴行動相手が配偶者であったのか定かでない

ため，本研究では，対象としない．図-2のサンプル数

（人数）は，有償労働 N=13847，家事 N=23487，育児

N=4568，買物・サービス N=9914，家事移動 N=7826，

ボランティア活動 N=1504，食事 N=45781，社会参加・

宗教 N=1296，教養・趣味・娯楽 N=11635，スポーツ

N=4915，マスメディア利用 N=37796，休養・くつろ

ぎ N=4564，である．

d) 行動目的の設定

図-2の各行動の分類については，既述の分類である．

表-5 には，各行動目的別の条件別行動割合を示した．

表-5の列の説明をする．各行動を行った個人の割合は，

分母には，全サンプル 19882人分の，分子には，調査

日 1日に同伴相手に関係なく 1度でも各行動目的の行

動を行った個人の人数である．配偶者がいる人のうち

配偶者との同伴行動した個人の割合は，分母に，配偶

者のいる個人の人数分の，分子に，調査日 1日に配偶

者と 1度でも各行動目的の同伴行動を行った個人の人

数である．誰かと同伴行動した人のうち配偶者と同伴

行動をした個人の割合は，分母には，調査日 1日に同

伴行動相手に関わらず各行動目的の同伴行動を行った

個人の人数，分子に，調査日 1日に配偶者と 1度でも

各行動目的の同伴行動を行った個人の人数である．

表-6には，各行動目的別の条件別行動者の人数を示

した．表-6の列の説明をする．行動した人数は，調査

日 1日に同伴相手に関係なく 1度でも各行動目的の行

動を行った個人の人数である．誰かと同伴行動をした人

数は，調査日 1日に同伴行動相手に関わらず各行動目

的の同伴行動を行った個人の人数である．配偶者と同

伴行動をした人数は，調査日 1日に配偶者と 1度でも

各行動目的の同伴行動を行った個人の人数である．図-2

や表-5や表-6を参考にし，これらの行動分類の中から，

本研究で対象とする配偶者同士の同伴行動目的を複数

選択する．行動目的を選択する際の基準としては，配

偶者と一緒に行いたい行動目的であったが，実際には

何らかの理由で同伴行動が行えなかった同伴行動目的

や，配偶者と一緒に行いたい行動目的で，実際に配偶

者と一緒に行えた行動目的を選択した．本研究で対象

とする同伴行動目的は，家事，育児，買物・サービス，

家事関連の移動，ボランティア活動，食事，教養・趣

味・娯楽，スポーツ，の８つの行動目的とした．

e) 推計に用いたデータの説明

平成２３年度社会生活基本調査データを用いて，構

築した世帯内相互作用の異質性を考慮したランダムマッ

チングモデルを推定した．推計に用いたデータは，配

偶者のいる個人，かつ，説明変数に関して全て回答し

ている個人，かつ，同伴行動相手が特定できる個人を

対象とし，全サンプル数は，4842人の個人である．推

計に用いたデータの各行動目的を 1日に 1度以上行っ

た個人の人数と，各行動目的を 1日に 1度以上配偶者

と行った個人の人数を表-7に示す．表-8には，推計の

際に用いたダミー変数の 0と 1のそれぞれに対応する

個人の人数を示している．既述であるが，世帯構成ダ

ミーは，高齢者夫婦世帯を除く夫婦のみの世帯，高齢者

夫婦世帯，を夫婦のみの世帯としダミー変数１，夫婦

と子供の世帯，夫婦と両親の世帯，夫婦とひとり親の

世帯，夫婦・子供と両親の世帯，夫婦・子供とひとり親

の世帯を，夫婦のみでない世帯０である．年齢ダミー

変数は，回答者の年齢が 65歳以上を１，回答者の年齢

が 64歳以下を０である．職業有無のダミー変数として，

有業を１，無業を０である． 自家用車有無のダミー変

数として，自家用車を保有している個人を１，自家用

車を保有していない個人を０とする．曜日のダミー変

数として，休日（土曜日，日曜日）を１，平日（月曜

日，火曜日，水曜日，木曜日，金曜日）を０とする．年

収のダミー変数として，個人の 1年間の収入が 250万

以上の個人を１，個人の 1年間の収入が 250万以下の

個人を０とする．健康ダミー変数として，健康状態が

良い，まあ良いと回答した人は１，健康状態があまり

よくない，悪いと回答した人は０とする．推計には，対

象とした個人の，同伴行動が行われたか場合も同伴行

動が行われなかった場合のデータも用いた．また，推
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図–2 各行動目的における行動相手選択割合

計の際には，個人は 1日に複数回の同一行動目的の同

伴行動を行っているため，各同伴行動ごとに同伴行動

が成立したか否かのデータを用いて推計を行う．

(2) パラメータの推計結果

表-9には，世帯内相互作用の異質性を考慮したラン

ダムマッチングモデルの未知パラメータの推定結果，尤

度比検定統計量を示した．説明変数の候補として，杖

術した，世帯構成ダミー，年齢ダミー，有業ダミー，自

家用車ダミー，休日ダミー，年収ダミー，健康ダミーと

した．各コピュラと各説明変数を用いて赤池情報基準

（ＡＩＣ）を算出し，ＡＩＣの値が，小さなモデルの方

が当てはまりのよいことを表すので，各モデルのＡＩ

Ｃを比較し，クレイトンコピュラを用いたとき，かつ，

表-9に示した説明変数を用いたときＡＩＣの値が最も

小さくなり，当てはまりが良い結果となった．

表-9をみると，世帯構成ダミー，休日ダミー，夫婦

ダミーが有意である．世帯構成ダミーが意味すること

より，世帯構成が，夫婦のみの 1世代世帯よりも複数世

代世帯の方が，配偶者関係の夫と妻の同伴行動が行わ

れやすい傾向にあるといえる．夫婦のみの 1世代で構

成される世帯よりも，複数の世代と同居している世帯

の方が，配偶者間同士の同伴行動が行われやすい理由

として考えられることの一例として，複数の世代と同

居している世帯の場合，子供や祖父母が，学校行事や，

町内会行事に参加するきっかけを，配偶者関係の夫婦

に与え，夫婦が同伴行動を行う機会が多いため，より

同伴行動が実現しやすいと考えられる．休日ダミーよ

り，平日よりも，休日の方が，配偶者関係の夫と妻の

同伴行動が行われやすい傾向にあるといえる．休日に

は，仕事などの制約がなく，個人は平日に行うことの

できない活動を行いやすく，配偶者同士の同伴行動が

行われやすい傾向にあると考えられる．年収ダミーよ

り，配偶者のいる夫は，夫の年収が 250万円以上であ

ると，同伴行動が行われやすいのに対して，配偶者の

いる妻は，妻の年収が 250万円以下であると，同伴行

動が行われやすい傾向にあるといえる．夫は，年収が

250万円以上である場合，金銭的に少し余裕ができ，生

活必需品以外にお金をまわすことができ，同伴行動が

行われやすいと考えられ，夫は妻に比べ，配偶者との

同伴行動を行う際，時間的制約よりも金銭的制約の方

が大きいと考えられる．妻の年収が 250万円以下であ

る場合，妻は，専業主婦，パートやアルバイトである

考えられるため，時間にゆとりがあり，自由に使える

時間が多くあり，同伴行動が行われやすいと考えられ，

妻は夫に比べ，配偶者との同伴行動を行う際，金銭的

制約よりも時間的制約の方が大きいと考えられる．

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 3201



表–5 各行動目的別の条件別行動割合

行動目的 各行動を行った個人

の割合

配偶者がいる人のう

ち配偶者との同伴行

動した個人の割合

誰かと同伴行動した

人のうち配偶者と同

伴行動をした個人の

割合

有償労働 0.356771 0.074818 0.129611

家事 0.637374 0.450364 0.436715

育児 0.119658 0.090607 0.468005

買い物・サービスの利用 0.390752 0.164291 0.259862

家事関連に伴う移動 0.297368 0.138462 0.287782

ボランティア活動関連 0.047142 0.012389 0.16242

学業，学習・自己啓発・訓練 0.107196 0.005101 0.029412

学業 0.080222 0 0

食事 0.995646 0.848583 0.526766

自由時間 0.973927 0.794818 0.504393

社会参加・宗教活動 0.050345 0.021134 0.259443

交際 0.311681 0.153198 0.303789

教養・趣味・娯楽 0.391652 0.144291 0.227703

スポーツ 0.202332 0.060081 0.183527

マスメディア利用 0.920178 0.746154 0.501169

休養・くつろぎ 0.164398 0.085344 0.320852

表–6 各行動目的別の条件別行動者の人数

行動目的 行動した人数 誰かと同伴行動をし

た人数

配偶者と同伴行動を

した人数

有償労働 13847 7418 924

家事 23487 13285 5562

育児 4568 4309 1119

買物・サービス 9914 5731 2029

家事移動 7826 4511 1710

ボランティア活動 1504 1057 153

食事 45781 35631 10480

社会参加・宗教 1296 740 261

教養・趣味・娯楽 11635 6827 1782

スポーツ 4915 2644 742

マスメディア利用 37796 24392 9215

休養・くつろぎ 4564 2609 1054

(3) コピュラと異質性パラメータの同時分布

世帯内相互作用の異質性を考慮したランダムマッチ

ングモデルでは，異質性パラメータの同時分布をコピュ

ラと異質性パラメータの周辺分布を用いて表現する．

推定されたクレイトン・コピュラの未知パラメータは

a =1.4998である．図–3には，推定された異質性パラ

メータの散布図を，表-10には異質性パラメータの推定

結果を，図–4には，2次元異質性パラメータの同時分布

を，図–5には，図–4の 0付近を拡大したものを示した．

本研究では，異質性パラメータが同伴行動目的の８つ

存在する．本研究で対象とする同伴行動目的は，家事，

育児，買物・サービス，家事関連の移動，ボランティ

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 3202



表–7 推計に用いた配偶者データ

行動目的 各行動目的を

1日に 1度以

上行った個人

数

各行動目的を

1日に 1度以

上配偶者と行

った個人数

家事 3173 840

育児 912 364

買物・サービス 2095 686

家事関連の移動 1591 578

ボランティア活動 230 42

食事 4816 4100

教養・趣味・娯楽 1727 730

スポーツ 697 222

表–8 推計に用いたデータの説明変数

ダミー変数 ダミー変数が

０の人数

ダミー変数が

１の人数

世帯構成ダミー 1476 3366

年齢ダミー 4323 519

有業ダミー 147 4695

自家用車ダミー 398 4444

曜日ダミー 1782 3060

年収ダミー 2491 2351

健康ダミー 476 4366

ア活動，食事，教養・趣味・娯楽，スポーツ，の８つの

行動目的である．夫の異質性パラメータ ηaは，ベータ

分布に従うと仮定している．夫の異質性パラメータが

従うベータ分布のパラメータは，0.9949，1.3615であ

り，夫の異質性パラメータが従うベータ分布の平均は，

0.4221，分散は 0.0727である．妻の異質性パラメータ

ηa は，ベータ分布に従うと仮定している．妻の異質性

パラメータが従うベータ分布のパラメータは，0.9997，

1.4018であり，妻の異質性パラメータが従うベータ分

布の平均は，0.4164，分散は 0.0714である．夫の異質

性パラメータの期待値は 0.3268，妻の異質性パラメー

タの期待値は 0.1414となっている．表-10の異質性パラ

メータの推定結果では，妻の異質性パラメータよりも，

夫の異質性パラメータが大きな値をとっている．夫が妻

に対して与える影響よりも，妻が夫に対して与える影

響の方が，相対的に大きいことが分かる．また，表–10

より，行動目的ごとに，異質性パラメータの値は異なっ

ていることより，行動目的カテゴリーごとに，差異が

存在することが分かる．

表–9 未知パラメータの推計結果

未知パラメータ 推定値 尤度比検定統

計量

夫・定数項 -1.2083 35.9

夫・世帯構成ダミー -0.1067 60.3

夫・休日ダミー 0.8937 78.2

夫・年収ダミー 0.6079 51.9

妻・定数項 -0.7437 105.5

妻・世帯構成ダミー -0.1194 7.0

妻・休日ダミー 1.2498 88.8

妻・年収ダミー -0.1746 130.4

コピュラのパラメータ 1.4998 3.3

夫・ベータ分布 0.9949 148.6

夫・ベータ分布 1.3615 93.3

妻・ベータ分布 0.9997 148.7

妻・ベータ分布 1.4018 131.4

図–3 推定された異質性パラメータ

本研究では，2次元の異質性パラメータの推計のため

に，コピュラを導入することにより，２次元異質性パラ

メータの同時分布をコピュラと 2次元異質性パラメー

タの周辺分布によって表現することができる．図–3に

は，推定された異質性パラメータの散布図を示してい

る．横軸を夫の異質性パラメータ ηa，縦軸を妻の異質

性パラメータ ηb としている．

家事は，ηa = 0.018, ηb = 0.0294と夫と妻ともに小

さい値であるのは，家事という行動目的に分類された

行動が比較的，1人で行うことができる行動が多いため
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表–10 異質性パラメータの推計結果

同伴行動目的 異質性パラメー

タ（夫）

異質性パラメー

タ（妻）

家事 0.018 0.0294

育児 0.2162 0.0114

買物・サービス 0.4173 0.0497

家事関連移動 0.4387 0.3816

ボランティア活動 0.6976 0.2037

食事 0.0934 0.3074

教養・趣味・娯楽 0.4561 0.1017

スポーツ 0.2769 0.0462

と考えられる．家事には，食事の管理，菓子作り，園

芸，住まいの手入れ・整理，衣類等の手入れ，衣類等の

作製，建築・修繕，乗り物の手入れ，世帯管理，子供

(乳幼児以外)の介護・看護，家族 (子供以外)の介護・

看護，子供 (乳幼児以外)の身の回りの世話，家族 (子

供以外)の身の回りの世話，といった行動が含まれる．

これらの行動の多くは，1人でも行うことができる行動

が多いと思われるため，夫，妻ともに，相手に対する

配慮の度合いが極めて小さいと考えられる．

家事関連移動は，ηa = 0.4387, ηb = 0.3816と夫と妻

ともに比較的大きな値である．家事関連移動は，家事に

分類された活動を行う際の移動に伴う行動である．家

事に分類された行動目的の中に，移動が必要と考えら

れるものは，建築・修繕，家族 (子供以外)の介護・看

護，家族 (子供以外)の身の回りの世話といったものが

考えられる．これらの活動は，比較的重大なイベント

であるため，夫婦が同様の感情を抱き，互いに関心を

もつと考えられる．

ボランティア活動は，ηa = 0.6976, ηb = 0.2037であ

り，夫の異質性パラメータは大きいが，妻の異質性パ

ラメータは小さい．妻がボランティア活動の同伴行動

に否定的な意見の場合，夫は，ボランティア活動の同

伴行動を行えない場合が多いと考えられる．

育児 ηa = 0.2162, ηb = 0.0114，スポーツ ηa =

0.2769, ηb = 0.0462は，同じような異質性パラメータ

ベクトルの値を持ち，妻の異質性パラメータの値のみ，

極めて 0に近い値となっている．育児という行動は幼

い子供いる世帯のみ行われると考えられ，また，スポー

ツという活動は，スポーツを行う機会のある世帯のみ

行われると考えられる．育児もスポーツもどちらも，特

定の条件をもつ夫婦にのみ，機会が与えられる活動で

あるため，同伴行動相手に合わせて自分の考えを変え

るというよりも，自己流の考えで，行動しているでは
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図–4 異質性パラメータの同時分布

ないかと思われる．

買物・サービス ηa = 0.4173, ηb = 0.0497，教養・趣

味・娯楽 ηa = 0.4561, ηb = 0.1017は，同じような異質

性パラメータベクトルの値を持ち，夫の異質性パラメー

タ値は 0.45付近，妻の異質性パラメータの値は，極め

て 0に近い値となっている．買物・サービスには，買い

物，公的サービスの利用，商業的サービスの利用，と

いった行動が含まれる．教養・趣味・娯楽には，教養・

娯楽，創作，趣味としての菓子作り，成果物を得る趣

味・娯楽，趣味としての園芸，ペットの世話，犬の散

歩等，趣味としての衣類等の作製，趣味，コンピュー

タの使用，ゲーム，ドライブ，といった行動が含まれて

いる．これらの行動は，他の行動目的に比べ，比較的

金銭的に余裕のあるときに行われる行動であると思わ

れる．比較的，金銭面での負担が大きい同伴行動では，

妻側の意見が強く反映されると考えられる．

さらに，以下では，2種類の異質性パラメータ間の相

関構造とその同時分布に着目する．２変量コピュラで

は，得られたコピュラに関するパラメータの推定値 aを

用いて，異質性パラメータ間の関係性を表すケンドール

のタウ τ（順位相関係数）を解析的に導出することがで

きる 13)．本適用事例では，クレイトンコピュラが選定

されているので，ケンドールのタウ τ（順位相関係数）

は，a/(a+ 2)により求めることができる．推定された

クレイトン・コピュラの未知パラメータは a =1.4998よ

り，異質性パラメータのケンドールのタウは 0.4203で

ある．すなわち，2次元異質性パラメータは正の相関構

造を有していることが分かる．

さらに，コピュラの推計パラメータと 2次元異質性パ

ラメータの周辺分布を用いて 2次元異質性パラメータ

の同時分布が導出できる．既述のように，本適用事例で

は，クレイトンコピュラが選定されている．したがって，

クレイトンコピュラの確率密度関数と 2次元異質性パラ
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図–5 異質性パラメータの同時分布

メータの周辺分布関数を用いて，2次元異質性同時確率

密度関数を表現することとする．図–4には，2次元異質

性パラメータの同時分布を示す．夫の異質性パラメータ

と妻の異質性パラメータが０に近い値に偏っていること

と，正の相関構造があることが分かる．夫の異質性パラ

メータが大きくなると妻の異質性パラメータも大きくな

る傾向にあることがわかる．妻の異質性パラメータが大

きくなると夫の異質性パラメータも大きくなる傾向にあ

ることがわかる．ηa > 0.5, ηb > 0.5の第一象限に生起す

る同時確率は 0.2352，ηa < 0.5, ηb > 0.5の第二象限に

生起する同時確率は 0.1462，ηa < 0.5, ηb < 0.5の第三

象限に生起する同時確率は 0.4634，ηa > 0.5, ηb < 0.5

の第四象限に生起する同時確率は 0.1552であり，第一

象限と第三象限の同時生起確率が大きいことからも，正

の相関が顕著に表れていることがわかる．図–4で示され

た同時分布の形状から，夫の妻に対する配慮の度合い，

妻の夫に対する配慮の度合いはともに小さいことがわか

ると同時に，夫の妻に対しての配慮の度合いと妻の夫に

対しての配慮の度合いには，正の相関構造があることが

わかる．また，コピュラと 2次元異質性の周辺分布から

導出される同時確率は，家事 ηa = 0.018, ηb = 0.0294の

とき，2.0210
−3

，家事関連移動 ηa = 0.4387, ηb = 0.3816

のとき，1.7110
−4

である．これより，異質性パラメータ

が似たよな値をとった場合でも適切に選択することが

可能である．

(4) 政策的示唆

本研究では，世帯内相互作用の異質性を考慮したラ

ンダムマッチングモデルの異質性パラメータ間の相関

性をコピュラを用いて定量化した．推定結果より，以

下のような考察を行うことができる．再び表-9に着目

する．この結果より，まず，世帯構成が夫婦のみの 1世

代世帯よりも，2世代世帯や 3世代世帯の方が，夫婦の

同伴行動が行いやすいと考えられる．地方には仕事が

ないなどの理由から，仕事に就くために都会に居住す

る個人がいることで，2世代や 3世代で同居している

世帯が，少なくなってきていると考えられる．行政に

は，地方または都会で 2世代や 3世代で同居しやすく

なるようなサービスが求められており，地方に仕事を

増やすなどの取り組みが考えられる．また，夫婦のみ

の 1世代世帯の個人を対象に，行政が夫婦で参加でき

るイベントを開催するなどして，夫婦での同伴行動を

行う機会を与えるということも考えられる．次に，休

日ダミーが有効であり，仕事などの制約で平日に行え

なかった同伴行動が，休日には行いやすいことが分か

る．休日を増やすことは現実的でないので，行政は，在

宅勤務やフレックスタイム制の導入を促進することに

より，平日であっても，通勤時間などが減り，1日のう

ちに自由に使える時間が増えると考えられ，増えた自

由な時間の一部でも同伴行動を行う時間にあてられれ

ば，同伴行動を行う夫婦が増えると考えられる．そし

て，年収が 250万以上の場合，夫は同伴行動を行いや

すく，妻は同伴行動を行いにくい傾向にある．夫の年

収が低く，生活するための十分な収入を確保するため，

妻も仕事をし，共働きであるために労働による時間の

制約があり，同伴行動が行われにくいと仮定すると，生

活するための十分な収入を確保するため，妻が 250万

円以上の収入を得る労働をしなくても済むように，夫

の収入が 250万円以上となるように夫の収入を増やす

ということが考えられる．また，本研究では，仕事ダ

ミーを説明変数にいれていたが採用されていないこと

より，有業ダミーは有業，無業ではなく，正規雇用，正

規雇用でないに分類して定義した方が，適切であった

可能性が高いと考えられる．

さらに，再び図–3に着目する．食事という行動目的

のみ，夫の異質性パラメータよりも妻の異質性パラメー

タの値が大きく，夫よりも妻の方が，相手のことに気

遣っていることが分かる．食事は，1日に複数回行われ

る行動であるにも関わらず，妻の異質性パラメータは

相対的にかなり高いことから，妻にとっては，食事と

いう行動目的が特別なイベント感が強い可能性がある．

そこで，行政は，夫に食事という同伴行動に関心を抱

いてもらう，または，食に関するイベントを開催し，夫

に対して，妻を誘ってイベントに参加してもらうよう

に促すなどが考えられる．家事は比較的，1人でも行う

ことができる行動が多いため，同伴行動を積極的に促

す必要はあまりないと思われるが，家事分類に含まれ

ている行動で，夫か妻のどちらか一方が，同伴行動し

たいと考えるであろう行動は，積極的に同伴行動を促

すべきと思われる．ボランティア活動という同伴行動

においては，行政は，妻がボランティア活動に参加し

やすい，かつ，参加したくなるような，ボランティア
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活動を提供すべきである．例えば，ボランティア活動

参加者の多くが男性のボランティア活動でなく，参加

者の多くが女性となるようにしたボランティア活動イ

ベントに夫婦で参加してもらうなどが考えられる．家

事関連移動では，家事に移動という障害が加わること

で，家事に比べ，家事関連移動では，夫と妻の双方の

異質性パラメータがかなり大きな値をとっている．こ

れは，１人でもできる家事に分類された行動に，移動

がという障害が加わり．１人で行うことが困難になり，

互いに相手に頼り，気遣いをしながら同伴行動が行わ

れると考えられる．行政は，同伴行動が行われない行

動に対し，何らかの障害を与え，夫婦互いに協力して

障害を克服してもらうことで，夫婦の同伴行動を促進

できる可能性はあるが，現実的ではない．

さらに，図–4 に示した異質性パラメータの同時分

布を求めた．ある行動目的が図–4 の各象限に位置す

る同時確率は，ηa > 0.5, ηb > 0.5 に生起する同時確

率は 0.2352，ηa < 0.5, ηb > 0.5 に生起する同時確率

は 0.1462，ηa < 0.5, ηb < 0.5 に生起する同時確率は

0.4634，ηa > 0.5, ηb < 0.5に生起する同時確率は0.1552

である．このように，同時確率を求めることで，夫の同

伴行動に関してのデータが得られているとき，夫の異

質性パラメータのみという断片的な情報を用いて，そ

の行動目的がいずれの範囲に位置するのかを定量的に

評価することができる．

6. おわりに

家族の形態や世帯構成を取り巻く環境は変化してき

ており，現代において多様な家族形態や世帯構成のあ

り方が存在する．家族の形態や世帯構成が変化したこ

とにより，世帯内の個人が行う行動にも変化が生じて

きていると考えられる．世帯内の個人が行う行動が従

来想定されていた行動と異なってきており，行政には

新たな活動様式に適した都市サービスの提供が求めら

れている．そこで，本研究では同一世帯内の同伴行動

を対象とし，同伴行動を行う個人の属性，及びその度

合いを評価することと同時に，本来では明示的に得る

ことの出来ない，同伴行動者間における配慮の度合い

と，配慮の度合いの関係性についても合わせて推定し

分析を行った．以下では，各章で考察した問題の概要

と，得られた結論について簡単に示す．２章では，ラン

ダムマッチングモデルと，世帯内相互作用の異質性に

ついて整理し，どのようモデルを用いて分析を行うか

を簡単に示した．３章では，世帯内相互作用の異質性

の考慮したランダムマッチングモデルを導出した．４

章では，構築した世帯内相互作用の異質性を考慮した

ランダムマッチングモデルの推計方法を示した．５章

では，構築した世帯内相互作用の異質性を考慮したラ

ンダムマッチングモデルを，平成２３年度社会生活基

本調査データに適用し実証分析を行った．同一世帯内

の個人が同伴行動を行う際，お互いの相手に対する配

慮の度合の間には，何らかの関係性が存在するとの想

定をもとに，コピュラを用いて配慮の度合い間の関係

性を表現し，世帯内相互作用の異質性を考慮したラン

ダムマッチングモデルによる分析を行った．その結果，

世帯構成が 1世代世帯でない場合，または，土曜日や

日曜日，または，夫の年収が 25万円以上，妻の年収が

250万円以下の場合に，夫婦間の同伴行動がより行われ

やすいことが分かった．また，行動目的によって，配

偶者関係の夫と妻の間の相手に対する配慮の度合いの

は異なることが分かると同時に，同一世帯内の配偶者

関係の夫と妻が同伴行動を行う際，相手に対する配慮

の度合の間には，相関関係が存在することが分かった．

本研究では，同一世帯内の配偶者関係の夫と妻が同伴

行動を行う際，相手に対する配慮の度合の間には，相

関関係が存在することが分かったが，同一世帯に同居

している夫と妻以外の個人間の配慮の度合いの関係性

についての分析が行われていない．そのため，今後の

本研究の方針としては，確率効用関数を複数定式化し，

多変量コピュラを用いて，同一世帯内の全個人の間に

存在すると考えられる配慮の度合いの関係性について

の分析を行い，比較する必要があると考えられる．ま

た，本研究で行った推定方法は，2段階に分かれている

ため，異質性パラメータが一意的に定まっているが，異

質性パラメータも未知パラメータと同時に推定する必

要がある．
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Kiyoshi KOBAYASHI, Toshio TANIGAWA, Kakuya MATSUSHIMA, Yusuke KOBAYASHI, and

Katsuya YAMATO

In order to monitoring the social network at a region, it needs to measure how much they are sociable from
daily actions. There are the variety types of residents who are between sociable and alone, their activities
with acquaintance, such as family or friends, are subdivided into several classes. The activity diary data is
useful to focus their sociable behavior at a region. As one of barometers to grade the sociability intensity,
it needs to develop a sociability index using an activity diary data. This paper presents the method to
classify the grade between the rich and the poor sociability, statistical modeling people’s sociable or alone
activities each day. It applies to a mountainous region in Japan then it implies the regional policy to
improve the less sociability or to care the behaviors who often alone.
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